
必
要
性

有
効
性

効
率
性

総
合
評
価

1 ③－1 安全・安心なまちづくり事業 生活環境部 県民生活課 2004 － 15,490 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

2 ③－1 高齢者交通安全強化事業 生活環境部 県民生活課 2010 － 4,538 Ａ Ｃ Ｂ Ｂ

3 ③－1 消費生活安全・安心事業 生活環境部 県民生活課 2013 － 29,115 Ａ Ｃ Ｂ Ｂ

4 ③－1 消費者行政強化事業 生活環境部 県民生活課 2018 － 5,824 Ａ Ａ Ｂ Ａ

令和２年度事業（中間）評価結果一覧表（政策体系順）

評価結果

No 施
策

－
政
策

事業名 部局名 課室名
開始
年度

終了
年度

令和元年度
事業費
(千円）



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和02 令和02 05 07

0909010102 安全・安心な生活環境の確保

01 犯罪や事故のない地域づくり安全・安心なまちづくり事業
県民の防犯意識の向上と防犯活動の強化01

生活環境部 県民生活課 安全安心まちづくり・交通安全班 1522 齋藤秀樹 鈴木要

平成16 令和99

　県民や地域での防犯意識を高め、自主的な防犯活動を促進するとともに、犯罪被害者等の支援、雪　安全・安心に暮らすことのできる社会の実現は、県民共通の願いである。このためには地域が一体
下ろし等除排雪による雪害事故の防止、地域で支え合う除排雪支援体制の整備を図り、安全で安心なとなった防犯活動や子どもの安全確保を推進する必要がある。一方で少子高齢化が急速に進行し、地
まちづくりを推進する。域コミュニティ機能が減退している中、依然として高齢者を中心に除排雪作業中の人的事故が発生し

ていることから、安全対策の普及啓発や高齢者等の社会的弱者に対する除排雪支援の仕組みづくりが
必要である。また、社会全体で犯罪被害者等を支援していくためには、行政のみならず、県民、事業
者、民間支援団体等から幅広く理解を得た上で進める必要がある。 ○ ●

県、市町村、市町村社会福祉協議会等

市町村、自治会、県民等　本県においては、人口減少や少子高齢化の進行により、安全・安心なまちづくりを担う自主防犯活
動団体の減少、活動員の高齢化や人手不足による活動規模の縮小のほか、除雪ボランティアなどの雪
処理の担い手の確保が課題となっており、地域の支え合いによる除排雪支援体制の整備が急務となっ

　防犯活動の促進については、県民や地域での防犯意識を高め、自主的な防犯活動や子どもの安全確ている。また、犯罪被害者等の置かれた状況に対する県民の理解が十分とはいえない状況である。
保を推進し、犯罪を防止する環境を整備する。犯罪被害者等の支援については、市町村や民間団体と
連携して、犯罪被害にあわれた方々を支援するほか、県民の被害者等に対する関心と理解を深める。
雪対策の推進については、「第３次秋田県豪雪地帯対策基本計画」等に掲げる事業を着実に実施し、
安全な除排雪作業の普及啓発のほか、除排雪等に取り組む団体の立ち上げ支援や体制の強化を図る。

● ○ ○□ ■ R01 11

● ○ ○ （一次評価結果）��　「日本一安全・安心な秋田県」の実現に向けて、防犯意識の普及啓発、犯罪被害者等への県民
の理解を深めるための普及啓発のほか、「第３次秋田県豪雪地帯対策基本計画」に基づく安全な除排雪作業の普及啓
発や除排雪支援を行う団体の立ち上げへの支援等により、関連施策を着実に実施する必要がある。

□ □ □ □
■ 各地域振興局において雪対策連絡協議会を開催

　「冬の安全安心民間活力タイアップ事業」を実施し、県と包括連携協定を締結している企業と連携し、県民に対す
　高齢者世帯等の社会的弱者への除排雪支援が求められている。 る除排雪中の事故防止の直接的な呼びかけ等を行ったほか、若者が除排雪に関心を持つようなイベントを開催し、除

排雪の新たな担い手の確保及び育成を図った。

0 53 0 0 1 0 30 2 0 4

防犯活動推進事業 県民や地域の防犯意識を高め、自主的な防犯活動や子どもの安全確保を推進する。
01

        225         200         472         472         472         472              

犯罪被害者等支援事業 犯罪被害者等の平穏な生活の早期回復及び犯罪被害者等を温かく見守り、支援する社会の02
形成を図るため、普及啓発や性暴力被害者サポートセンターの運営等を行う。       4,716       4,977       8,406       8,406       8,406       8,406              

雪対策推進事業 雪による人的被害を防止するため、安全な除排雪作業の普及啓発や地域において除排雪に
03              取り組む団体の立ち上げ支援等を行う。      11,903      10,313       7,938       7,938       7,938       7,938

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                  16,844      15,490      16,816      16,816     16,816      16,816

性犯罪・性暴力被害者支援交付金、人権啓発活動地方委託費                    2,772       2,772       2,772      2,333       2,225       2,772

                                                                               

             寄附金、諸収入                    100         105         105        105         105

     13,165      13,939     14,511      13,939      13,939      13,939              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

除排雪団体数

● ○●県事業による除排雪団体の立ち上げ数（累積）
○● ○○○

○ ● ●
30 01 02 03 0 4 0 5 0 6

○        55                      44        50         60        65         75        70

        43                      46                                                  

○ ●ｂ／ａ  97.7%    92%     0%     0%     0%     0%     0%       

○○ ○他の都道府県で同様の事業を実施していない。
令和01年度の効果 平成30年度の効果

県民生活課調べ
令和01年度の決算額 平成30年度の決算額

○○○● 0 3

○
●○

○ ○
3 0 01 02 03 0 4 0 5 0 6 ○ ● ○

○                                                                                   

　雪下ろし安全対策助成事業を廃止し、雪下ろしの安全対策又は負担軽減を図る工事に対                                                                                   
する助成ついては、他の補助金の活用を周知することでコストを縮減した。ａ／ｂ                                                 

　「日本一安全・安心な秋田県」の実現に向けて、防犯意識の普及啓発、犯罪被害者等へ●
の県民の理解を深めるための普及啓発のほか、「第３次秋田県豪雪地帯対策基本計画」に○ ○○ ○ 基づく安全な除排雪作業の普及啓発や除排雪支援を行う団体の立ち上げへの支援等により
、関連施策を着実に実施する必要がある。○

○

○

- - - - - -- - -

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
　少子高齢化や人口減少の進行により、地域コミュニティ機能が減退し、自主防犯活動の

○規模縮小、除排雪の担い手不足のほか、高齢者の雪による事故が多発していることから、
高齢者の除排雪作業を地域の支え合いにより支援する体制の整備が急務である。 ○

○● ○ ○
　雪下ろし中に被害にあうケースが多発していることから、事故防止に向けた取組の必要
性は増大している。

●

○○ ●
□ □ □

○■

　市町村や自治会等による取組には限界があるため、全県的・総合的な観点から県が積極
的に関与することで、より効果的な防犯活動の促進、犯罪被害者等の支援及び総合的な雪
対策を実施することができる。



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和02 令和02 05 07

6161010104 安全で安心な生活環境の確保

01 安全・安心なまちづくり高齢者交通安全強化事業
県民運動の展開等による総合的な交通安全対策01

生活環境部 県民生活課 安全安心まちづくり・交通安全班 1523 齋藤秀樹 佐々木佳奈子

平成22 令和99

　関係機関・団体と連携し、各種交通安全運動や高齢者世帯の訪問活動等を通じて、反射材の効果へ　県内における交通事故死者数に占める高齢者の割合が過半数を超える状況が続いていることから、
の理解と着用を推進するとともに、県民一人ひとりの交通安全意識を高めることにより、高齢者の交高齢者を対象とした啓発活動だけでなく、様々な手段により高齢者の交通事故防止対策を推進する必
通事故及び交通事故死傷者の発生を抑制する。要がある。

○ ●

県

一般県民　高齢化の進展により、高齢の歩行者が犠牲になるだけでなく、高齢の運転者が加害者となる事故の
増加も懸念されることから、歩行者に対する反射材の効果への理解と着用の推進に加え、運転者に対
しては加齢に伴う体力や判断力の低下などの注意喚起も重要となっている。

・県警察、市町村、関係機関・団体と連携した、高齢者に対する交通事故防止啓発チラシや反射材の
配布による啓発活動の実施��・テレビＣＭによる広報等に加え、啓発イベントや反射材着用キャンペ
ーン等の実施

○ ● ○□ ■ R02 02

○ ● ○ （一次評価結果）��　第１０次秋田県交通安全計画に基づき、目標である交通事故死傷者数2,000人以下、死者数30
人以下の達成と、最重要課題である高齢者の交通事故防止へ向け、関係機関・団体等と連携し、各種交通安全対策に
取り組むこととする。

□ □ □ □
■ 秋田県交通安全対策協議会幹事会

　高齢者を対象にしたイベント等で反射材等を配布し啓発活動を行うとともに、10～11月の2か月間集中的にテレビ
死者数のうち高齢者が過半数を超える状態が続いている。 ＣＭを放映したほか、県内で交通事故発生件数が多い県南地区において初めて啓発イベントを開催し、高齢者やその

家族を対象に、歩行時の反射材着用、交通ルール遵守等の呼びかけを行った。

0 53 0 0 1 0 30 2 0 4

反射材着用促進事業 県老人クラブ大会でのチラシ配布及び反射材の着用推進やテレビＣＭ、啓発イベントによ
01

る交通安全意識の啓発       3,160       3,019       2,246       2,246       2,246       2,246              

交通事故防止啓発事業 交通事故防止啓発チラシ及び啓発用品配布による交通安全意識の普及啓発02
      2,102       1,519       1,060       1,060       1,060       1,060              

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                   5,262       4,538       3,306       3,306      3,306       3,306

                                                                               

                                                                               

                                                                               

      4,538       3,306      5,262       3,306       3,306       3,306              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

高齢者の交通事故死傷者数

● ○●　第10次秋田県交通安全計画期間(平成28年から５カ年)とし、平成28年と平成
○○ ●○29年の目標は同数値、平成30年以降は平成29年実績からの減を目標とした。 ○

● ○ ○　高齢者が参加するイベントやテレビＣＭなどで反射材の着用や早めのライト点灯等を呼
30 01 02 03 0 4 0 5 0 6 びかけたことにより、高齢者の交通事故死傷者数は減少したものの、歩行中の事故による

高齢者の死者数が増加したため。 ●       470                     490       480                                         

       454                     403                                                  

○ ●ａ／ｂ 107.9% 119.1% 999.9%                               

○○ ○各県において各種交通安全対策を推進している。
平成30年度の効果 令和01年度の決算額

交通統計（県警察本部交通部）
令和01年度の効果 平成30年度の決算額

○○○● 0 1

－高齢者の交通事故死者数

●　第10次秋田県交通安全計画期間(平成28年から５カ年)とし、平成28年と平成

●○29年の目標は同数値、平成30年以降は平成29年実績からの減を目標とした。

● ○
3 0 01 02 03 0 4 0 5 0 6 ○ ● ○

○        19         17                      18                                         

　関係団体主催のイベントや会合等も利用して啓発活動を行うなど、効率的な事業執行に        27        27                                                               
取り組んだ。ａ／ｂ        70.4%  66.7% 999.9%                         

各県において各種交通安全対策を推進している。

交通統計（県警察本部交通部） 　高齢者の交通事故死者数は目標を上回る水準で推移しており、引き続き、関係機関・団○
体等と連携した交通事故防止の取組が必要である。より効果的な啓発となるよう、テレビ○ ○● 0 1 ● ＣＭやチラシ配布、体験型イベント等においては、近年の事故分析を踏まえた注意喚起を
行うなど、内容のブラッシュアップを図っていく。また、事故防止に効果の高い反射材の○
着用を促すため、新たに、地域住民に身近な民生委員から、高齢者宅等に個別訪問する際

○ 、反射材の配布と着用効果の周知等の啓発に協力してもらうなど、交通安全意識を高める
取組を強化していく。○

- - - - - -- - -

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
　高齢者の交通事故を防止するには、高齢者世帯訪問による直接的な啓発活動のほか、高

○齢者が参加する各種イベントやテレビＣＭ等も利用した県民全体の交通安全意識の啓発を
行う必要がある。 ○

●● ○ ○
　交通事故防止は県民の願いであり、今後さらに高齢化が進展する中、交通事故死者数の
うち高齢者が過半数を超える状況が続いており、高齢者の死者数や負傷者数を減少させる
ための事業として妥当性がある。

○

○● ○
■ □ □

○□

　交通安全対策基本法の規定により策定した第１０次秋田県交通安全計画に基づき、県は 自己評価の「Ｂ」をもって妥当とする。
国や市町村、関係民間団体と連携して、交通安全に取り組むこととしている。



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和02 平成25 令和02 05 13

0909010501 安全・安心な生活環境の確保

01 犯罪や事故のない地域づくり消費生活安全・安心事業
消費者の自立や被害防止に向けた取組の充実強化05

生活環境部 県民生活課 消費生活班 1517 齋藤秀樹 佐藤節子

平成25 令和99

　県及び市町村の消費生活相談体制の維持・充実が図られるとともに、消費者教育が一層推進される　消費生活相談員の増員や相談室の整備等について、国の基金を基にした「消費生活相談臨時対策基
。金」（平成２１～２６年度）や、基金に代わって創設された「地方消費者行政推進交付金」（平成２

７年度～）を活用して取り組んできたが、県及び市町村の消費生活相談体制の充実や消費者教育の一
層の推進など、消費者行政の更なる活性化を図る必要がある。

● ○

県、市町村

一般県民、高齢者等　国では、消費生活相談体制の整備等を支援する「地方消費者行政推進交付金」（平成２７～２９年
度）に代えて「地方消費者行政強化交付金」（平成３０年度～）を創設し、国として取り組むべき重
要な消費者政策を推進していくこととしたほか、地方公共団体に対して消費者行政予算の自主財源化

・高齢者の特殊詐欺被害の防止（関係機関等と連携した啓発、多様な広報媒体を活用した啓発）　　を促しており、交付額が削減されている。
・地域における消費者問題解決力の強化（各種啓発講座の開催等）　　　　　　　　　　　　　　　
・消費生活相談体制の強化（消費生活相談員の資質向上等）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・市町村が行う消費生活相談体制の整備等に対する支援

○ ● ○□ ■ R02 02

● ○ ○ （一次評価結果）��　複雑化・多様化する消費生活相談に適切に対応するため、引き続き、消費生活相談員のレベル
アップなど相談体制の強化を図るとともに、消費者被害の防止のため、消費者教育や啓発活動をより一層充実させる
必要がある。

□ ■ □ □
□

　秋田県消費者教育推進計画に基づき、市町村、県警察、教育委員会、社会福祉協議会等の関係機関・事業者と連携
　消費者・事業者代表、学識経験者等で構成される秋田県消費生活審議会や秋田県消費者教育推進地 を図りながら、消費者教育・啓発活動を推進した。

域協議会において、高齢者の特殊詐欺被害防止に向けた啓発活動の強化や、消費生活相談体制の充実

について意見・要望があった。

0 53 0 0 1 0 30 2 0 4

消費生活安全・安心事業 高齢者の特殊詐欺被害の防止、地域における消費者問題解決力の強化、消費生活相談体制
01

の強化       8,116       5,889      16,959      15,662      12,548       9,591              

消費生活安全・安心支援事業 市町村が行う消費生活相談体制の整備等に対する支援02
     25,300      23,225       9,762       5,777       4,551       4,551              

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                  33,416      29,115      17,099      14,142     26,721      21,439

地方消費者行政強化交付金                   25,216      19,934      15,594     31,910      27,609      12,637

                                                                               

             諸収入（金融広報委員会事業費、労働保険料納付金）       1,505       1,505       1,505       1,505      1,505       1,505

                                                                               



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

消費者教育に向けた取組

● ○○生活センターにおける年間の出前講座等への参加者数（出前講座と教育支援講
○○ ●○座の参加者合計） ●

○ ● ○　新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、３月に予定されていた教育支援講座等が中止に
30 01 02 03 0 4 0 5 0 6 なったことなどによる。

●    11,000                  11,000    11,000                                         

     6,526                   7,166                                                  

○ ●ｂ／ａ  59.3%  65.1%     0%                               

○○ ○－
令和01年度の効果 平成30年度の効果

生活センター事業概要
令和01年度の決算額 平成30年度の決算額

○○●○ 0 5

○
●○

○ ○
3 0 01 02 03 0 4 0 5 0 6 ○ ● ○

○                                                                                   

　特殊詐欺被害防止に向けた啓発活動について、県警察や事業者等と連携しながら効果的                                                                                   
・効率的な手法を組み合わせて実施している。ａ／ｂ                                                 

　「第２次秋田県消費者教育推進計画」では、重点施策として「高齢者の消費者被害の未○
然防止」や「社会経済情勢の変化に対応した相談体制の充実と啓発推進」等を掲げており○ ○○ ● 、今後も、高齢者等に対する啓発活動や県及び市町村の相談体制の充実を図っていく必要
がある。○

○

○

- - - - - -- - -

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
　高齢者の特殊詐欺被害は依然として深刻な状況であり、消費者被害の未然防止のための

○啓発活動や相談体制の充実・強化により消費生活の安全・安心を図る事業の目的に合致し
ている。 ○

●● ○ ○
　県内の特殊詐欺被害に占める高齢者の割合の増加等を踏まえ、啓発事業を拡充しており
、妥当である。

○

○● ○
■ □ ■

○□

　消費者安全法により、県は消費生活センターの設置を義務付けられている。



(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和02 平成30 令和02 05 13

0909010502 安全・安心な生活環境の確保

01 犯罪や事故のない地域づくり消費者行政強化事業
消費者の自立や被害防止に向けた取組の充実強化05

生活環境部 県民生活課 消費生活班 1517 齋藤秀樹 佐藤節子

平成30 令和99

　新たな消費者問題に対応した県及び市町村の消費生活相談体制の強化が図られるとともに、消費者　国が取り組むべき重要な消費者政策を推進するため創設された「地方消費者行政強化交付金」（平
教育が一層推進される。成３０年度～）を活用し、社会経済情勢の変化によって生じる新たな消費者問題に適確に対応してい

く必要がある。

● ○

県、市町村

一般県民、若年者等　成年年齢の引下げに伴う若年者の消費者被害の発生・拡大が懸念されているほか、食品ロス削減推
進法の施行等により、公正で持続可能な社会を目指した消費行動の実践が求められている。

・新たな消費者問題に対応した相談体制の整備（消費生活相談員の研修参加）　　　　　　　　　　
・新たな消費者問題に関する消費者教育の推進（食品ロス削減、エシカル消費の普及・啓発等）　　
・若年者への消費者教育の推進（教員向け指導力向上研修の実施等）　　　　　　　　　　　　　　
・市町村が行う上記取組に対する支援

● ○ ○□ ■ R02 02

● ○ ○ （一次評価結果）　　情報化の進展や成年年齢引下げなど社会経済情勢の変化によって生じる新たな消費者問題に適
切に対応するため、消費生活相談員の資質向上を図るとともに、消費者の年代や特性に応じた消費者教育を一層推進
していく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

□ ■ □ □ 　また、若年者等への消費者教育の推進に当たっては、事業実績等を踏まえ、教育委員会など関係機関との連携を図
□ りながら、より効果的・効率的に事業を実施していく。

　消費者・事業者代表、学識経験者等で構成される秋田県消費生活審議会や秋田県消費者教育推進地

域協議会において、若年者等の被害防止に向けた消費者教育の一層の推進について意見・要望があっ

た。

0 53 0 0 1 0 30 2 0 4

消費者行政強化事業 新たな消費者問題に対応した相談体制の整備、新たな消費者問題に関する消費者教育の推
01

進、若年者への消費者教育の推進       2,919       4,971       5,795       5,795       5,795       5,795              

消費者行政強化支援事業 市町村が行う新たな消費者問題に対応した取組への支援02
      1,215         852       1,773       1,773       1,773       1,773              

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                   4,134       5,824       7,568       7,568      7,568       7,568

地方消費者行政強化交付金                    4,670       4,670       4,670      2,674       3,338       4,670

                                                                               

             産業廃棄物対策基金繰入金         321         447       1,495       1,495      1,495       1,495

      2,039       1,403      1,138       1,403       1,403       1,403              



７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有
効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し
①指標を設定することが出来ない理由

D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

新たな消費者問題に対応する消費者教育の推進

● ○○年間の消費者問題講演会への参加者数
●○ ○●●

○ ● ○
30 01 02 03 0 4 0 5 0 6

○       300                     300       300        300       300                     

       309                     351                                                  

○ ●ｂ／ａ   103%   117%     0%     0%     0%                   

○○ ○－
令和01年度の効果 平成30年度の効果

生活センター事業概要等
令和01年度の決算額 平成30年度の決算額

○○●○ 0 5

○
●○

○ ○
3 0 01 02 03 0 4 0 5 0 6 ○ ● ○

○                                                                                   

　消費者問題講演会の講師・会場選定の工夫等により、コスト縮減を図っている。                                                                                   

ａ／ｂ                                                 

　成年年齢引下げへの対応として、引き続き、若年者への消費者教育の充実・強化を図る●
とともに、社会経済情勢の変化を的確に捉えた啓発活動を推進していく。　　　　　　　○ ○○ ○ 　また、教育委員会など関係機関と連携しながら、より効果的・効率的な事業の実施に努
めていく。○

○

○

- - - - - -- - -

（２次評価対象外）○
○

● ○ ○ ○
　若年者の消費者被害の拡大等を防止するための実践的な消費者教育や、持続可能な開発

○目標に対応した啓発事業を推進しており、外部環境の変化等に対応している。

○

●● ○ ○
　消費者問題は複雑化・多様化しており、消費者の年代や特性に応じた消費者教育・啓発
活動の推進に対する消費者ニーズは高まっている。

○

○● ○
■ □ ■

○□

　消費者安全法により、消費者被害を防止し、消費者の安全を確保するための施策を実施
することは、地方公共団体の責務とされている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　また、国が推進する重要な消費者政策について、県としても積極的に取り組む必要があ
る。


